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独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園職員給与規程                   

                                          平成１５年１０月 １日規程第  ８号 

                                  改 正 平成１５年１２月 １日規程第 １６号 

                                          平成１６年 ４月 １日規程第 ２２号 

                                         平成１６年 ７月 １日規程第 ３３号 

                                          平成１７年 ４月 １日規程第 ３９号 

                                          平成１７年 ７月 １日規程第 ４８号 

                                          平成１７年１０月 ２日規程第 ５３号 

                                          平成１８年 ４月 １日規程第 ６２号 

                                         平成１８年 ７月 １日規程第 ６６号 

                                          平成１８年１０月 １日規程第 ７７号 

                                          平成１９年 ４月 １日規程第 ８２号 

                                          平成１９年 ７月 １日規程第 ８６号 

                                          平成２１年 ４月 １日規程第１２０号 

                                          平成２１年１２月 １日規程第１３５号 

                                          平成２２年 １月 １日規程第１３８号 

                                          平成２２年１０月 １日規程第１４８号 

                                          平成２２年１２月 １日規程第１４９号 

                                          平成２３年 ４月 １日規程第１６１号 

平成２３年 ９月 １日規程第１６９号 

 平成２４年 ４月 １日規程第１７３号 

平成２４年 ６月２１日規程第１７９号 

平成２４年 ７月 １日規程第１８２号 

平成２４年１０月 １日規程第１８５号 

平成２５年 ３月 １日規程第1 8 8 - 2号 

平成２５年 ４月 １日規程第２０２号 

平成２５年１０月 １日規程第２１８号 

平成２６年 ２月２０日規程第2 2 0 - 2号 

                     平成２６年１１月２８日規程第２３５号  

                     平成２７年 ４月 １日規程第２３７号 

 平成２８年 ２月１０日規程第２５１号 

平成２８年 ４月１９日規程第２５６号 

平成２８年 ７月 １日規程第２６２号 

平成２８年１２月 １日規程第２６４号 

平成２９年 １月２６日規程第 267-2 号 

平成２９年 ４月１１日規程第２７３号 

平成３０年 １月１１日規程第２８７号 

平成３０年１２月 ３日規程第３０２号 

平成３１年 ４月 １日規程第３１８号 

令和 元年１２月１７日規程第３３２号 
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令和 ２年 ４月 １日規程第３３８号 

 令和 ３年 ４月 １日規程第３５９号 

令和 ４年 ４月 １日規程第３９１号 

令和 ４年 ７月 １日規程第３９７号 

令和 ４年１２月 １日規程第４０７号 

令和 ５年 ８年２４日規程第４２０号 

令和 ６年 １月 １日規程第４２１号 

令和 ６年 ３月２７日規程第４２４号 

令和 ６年１０月 １日規程第４５９号 

令和 ７年 ３月１９日規程第４６５号 

令和 ７年 ４月３０日規程第４７９号 

 

 

第 １ 章   総  則 

（総 則）                                                                     

第１条 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園（以下「のぞみの園」と 

 いう。）の職員（第２９条を除き以下「職員」という。）の給与の支給については、 

 別に定めるものを除くほか、この規程の定めるところによる。 

 

（給与の支給）                                        

第２条 職員の給与は、基本給及び諸手当とし、それぞれ次の各号に定める区分により 

 支給する。 

（１）基本給は、本俸、本俸の調整額、扶養手当、地域手当及び広域異動手当とする。  

（２）諸手当は、役職手当、医師初任給調整手当、医師特別調整手当、通勤手当、単身 

赴任手当、住居手当、時間外勤務手当、休日給、夜勤手当、宿日直手当、管理職員

特別勤務手当、放射線取扱手当、夜間看護手当、夜間特殊業務手当、防疫等作業手

当、医師オンコール手当及び特別手当とする。 

２ 職員には、正規の勤務日が独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園就 

業規則（平成１５年規程第５号。以下「就業規則」という。）第１４条第２号から第 

４号までに規定する休日（以下「休日」という。）にあたっても正規の給与を支給す

る。 

 

（給与の支払） 

第３条 職員の給与は、通貨で直接職員にその全額を支払うものとする。ただし、法令

若しくは別に定めるものがあるときは、給与の一部を控除して支払うことができる。 

２ 前項の規定にかかわらず、職員の給与の支払いは、本人が希望する金融機関に口座 

振込で行うことができる。 

 

（給与の支給日）                                       

第４条 職員の給与（特別手当を除く。）は、毎月１５日（その日が休日にあたるとき 



- 3 - 

 は 、その日以降においてその日に最も近い休日でない日。以下「支給定日」という。） 

 に支給する。ただし、理事長が特に支給定日以外の日を指定した場合は、この限りで 

 ない。 

 

 

（給与の支給方法）                                      

第５条 職員の給与は、前条の支給定日において、当月分の基本給、役職手当、医師初 

 任給調整手当、医師特別調整手当、通勤手当、単身赴任手当及び住居手当並びに前月 

 分の時間外勤務手当、休日給、夜勤手当、宿日直手当、管理職員特別勤務手当、放射 

 線取扱手当、夜間看護手当及び夜間特殊業務手当、防疫等作業手当、医師オンコール  

手当を支給する。 

 

（給与台帳）                                         

第６条 職員に対して給与の支払いをするときは、そのつど別に定める給与台帳に必要 

 な事項を記入するものとする。                                                  

 第 ２ 章  基 本 給  

（本 俸）                                                                     

第７条 各職員の受ける本俸は、その職務の複雑、困難及び責任の度に基づき、かつ、 

 勤務の強度その他の勤務条件を考慮したものでなければならない。 

 

第８条 職員の本俸は、月額とし、一般職本俸表（別表第１）、医療職本俸表（別表第

２の１～３）及び福祉職本俸表（別表第３）に定める級号俸による。 

２ 各本俸表の適用範囲は、それぞれ当該本俸表に定めるところによる。 

３ 職員の職務は、その複雑、困難及び責任の度に基づき、これを本俸表に定める職務 

の級に分類するものとし、その分類の基準は、別に定める。 

４ 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園暫定再任用職員の勤務及び給

与に関する規程（平成２６年２月２０日規程第２２０号。以下「暫定再任用規程」と

いう。）第２条及び第４条第１項第１号の規定により採用された職員（以下「暫定再

任用常勤職員」という。）の本俸は、その者に適用される本俸表の定年前再任用短時

間・暫定再任用の欄に掲げる本俸月額のうち、その者の属する職務の級に応じた額と

する。 

５ 暫定再任用規程第２条及び第４条第１項第２号の規定により採用された職員（以下

「暫定再任用非常勤職員」という。）の本俸は、その者に適用される本俸表の定年前

再任用短時間・暫定再任用の欄に掲げる本俸月額のうち、その者の属する職務の級に

応じた額に、４０時間に対する１週間当たりの勤務時間の割合を乗じて得た額とする。 

６ 独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園定年前再任用短時間勤務職員

の勤務及び給与に関する規程（令和６年３月２７日規程第４２８号）第２条第１項の

規定により採用された職員（以下「定年前再任用短時間勤務職員」という。）の本俸

月額は、その者に適用される本俸表の定年前再任用短時間・暫定再任用の欄に掲げる

本俸月額のうち、その者の属する職務の級に応じた額に、４０時間に対する１週間当
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たりの勤務時間の割合を乗じて得た額とする。 

７ 第１項の本俸は、職員（次項の規定の適用を受ける職員を除く。）が６０歳に達した

日後における最初の４月１日（以下「特定日」という。）以後については、当該職員の

受ける級号俸に応じた額に１００分の７０を乗じて得た額（その額に、５０円未満の

端数を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときは

これを１００円に切り上げた額）とする。 

８ 就業規則第５０条の４に規定する管理職員以外への降任等をされた職員であって、

当該管理職員以外の職員への降任等をされた日（以下「異動日」という。）の前日から

引き続き第８条第１項の本俸表の適用を受ける職員のうち、特定日に前項の規定によ

り当該職員の受ける本俸（以下「特定日本俸」という。）が異動日の前日に当該職員が

受けていた本俸に１００分の７０を乗じて得た額（当該額に、５０円未満の端数を生

じたときはこれを切り捨て、５０円以上１００円未満の端数を生じたときはこれを１

００円に切り上げるものとする。以下「基礎本俸」という。）に達しないこととなる職

員には、当分の間、特定日以後、前項の規定により当該職員の受ける本俸のほか、基

礎本俸と特定日本俸との差額に相当する額を本俸の月額として支給する。 

 

（本俸表を異にする異動）                                                       

第９条 本俸表の適用を異にして異動した職員の異動後の本俸は、原則として異動後の 

 職務に従前から従事していたものとみなし、その職務の複雑、困難及び責任の度を考 

 慮して決定する。 

 

（初任給）                                          

第１０条 新たに採用された職員の初任給は、次の表の左欄及び中欄に掲げる職員及び 

 学歴の区分に従い、当該右欄に掲げる基準により決定する。 

 職 員 区 分  学 歴 区 分  初任給の基準      

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

     

         

 一般職本俸表の適用を受け

る職員 

 

 高等学校卒業 

 短期大学卒業 

 大学卒業 

 １級 １号 

 １級 ９号 

 １級２１号 

 医 適 

 療 用 

 職 を 

 本 う 

 俸 け 

 表 る 

 の 職 

    員 

 

 医療職本俸表（一） 

   

 大学（医学部）卒 

 大学院博士課程終了 

 １級 ５号 

 １級２５号 

 医療職本俸表（二） 

  

 高等学校卒業 

 短期大学２卒業 

 短期大学３卒業 

 大学卒業 

 １級 １号 

 １級１１号 

 １級１７号 

 ２級 １号 

 医療職本俸表（三） 

 

 看護師養成所３卒業 

 看護師養成所２卒業 

 准看護師養成所卒業 

 ２級 ５号 

 ２級 １号 

 １級 １号 
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 福祉職本俸表の適用を受け

る職員 

 

 高等学校卒業 

 短期大学卒業 

 大学卒業 

 １級 １号 

 １級 ９号 

 １級２１号 

     

２ 前項の表に示された学歴以外の学歴等を有する者及び採用までに１年以上の経験を 

する者にかかる初任給は、別に定める基準に基づく調整を加えて決定するものとする。 

３ 前２項により定められる初任給が、部内の均衡等を著しく失すると認められる場合 

においては、その事情を勘案し、前２項の規定によらないで初任給を定めることがで

きる。                 

 

（昇給及び昇給日） 

第１１条 職員の昇給は、毎年４月１日（以下「昇給日」という。）に同日前１年間に

おけるその者の勤務成績に応じて、行うものとする。 

２ 前項の規定により職員を昇給させるか否か及び昇給させる場合の昇給の号俸数は、 

同項に規定する期間の全部を良好な成績で勤務した職員の昇給の号俸数を４号俸（一 

般職本俸表の適用を受ける職員でその職務の級が７級以上であるもの及び医療職本俸 

表（一）の適用を受ける職員でその職務の級が３級以上であるもの（以上「特定職員」 

という。）にあっては、３号俸）となることを標準として次条に定める基準に従い決

定する。 

 

（昇給区分及び昇給の号俸数） 

第１２条 職員の勤務成績に応じて決定される昇給の区分（以下「昇給区分」という。） 

は、勤務成績の証明に基づき、当該職員が次の各号に掲げる職員のいずれに該当する

かに応じ、決定するものとする。    

（１）勤務成績が極めて良好である職員 A 

（２）勤務成績が特に良好である職員  B 

（３）勤務成績が良好である職員    C 

（４）勤務成績がやや良好でない職員  D 

 (５) 勤務成績が良好でない職員    E 

２ 前項の定めによる昇給区分ごとの昇給の号俸数は、下表の昇給号俸数表に定める号 

  俸数とする。 

  なお、５５歳以上の者にあっては、「５５歳以上」の欄を適用する。この場合、医 

療職本俸表（一）の適用を受ける職員にあっては、「５５歳以上」とあるのは「５７ 

歳以上」とする。 

 

 昇給区分 

昇 給 号 俸 数 表   

  

  

  

  

  特定職員  一般の職員  ５５歳以上 

   A   ８以上   ８以上   ２以上 

    B      ６      ６      １ 

    C      ３      ４      ０ 
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    D      ２      ２      ０   

       E      ０      ０      ０ 

３ 前年の昇給日後に新たに職員となった者の昇給の号俸数は、前項の規定にかかわら 

ず、同項の規定による号俸数に相当する数に、その者の新たに職員となった日から昇

給日の前日までの期間の月数（１月未満の端数があるときは、これを１月とする。）

を１２月で除した数を乗じて得た数（１未満の端数があるときは、これを切り捨てた

数）に相当する号俸数とする。 

４ 次の各号に掲げる職員の昇給区分は、第１項の規定にかかわらず、当該各号に定め 

る昇給区分に決定するものとする。 

（１）昇給日前１年間（当該期間の中途において新たに職員となった者にあっては、新 

  たに職員となった日から昇給日の前日までの期間。次号以降において「基準期間」 

  という。）の６分の１に相当する期間の日数以上の日数を勤務していない職員 D 

（２）基準期間の２分の１に相当する期間の日数以上の日数を勤務していない職員 E 

（３）基準期間において、減給の処分又は戒告の処分を受けた職員 D 

（４）基準期間において、訓告の矯正措置を受けた職員（矯正措置の対象となった事実 

  の勤務成績に及ぼす影響の程度が軽微であると認められたものを除く。） D 

（５）基準期間において、３日以上の日数を正当な理由なく勤務を欠いた職員 D 

（６）基準期間において、停職の処分又は減給の処分（第３号に規定するものを除く。） 

  （処分の対象となった事実の勤務成績に及ぼす影響の程度が著しいと認められたも 

  のに限る。）を受けた職員 E 

（７）基準期間において、５日以上の日数を正当な理由なく勤務を欠いた職員 E 

（８）基準期間において、その者の職務について監督する地位にある者から注意、指導 

  等を受けたにもかかわらず、勤務成績が良好でないことを示す明白な事実が見られ 

  た職員又はこれに相当すると認められる職員 D 

（９）前号に掲げる職員でその態様が著しいもの E 

５ 理事長は前項の規定により昇給を決定することとする職員について、その者の勤務 

成績を総合的に判断した場合に当該昇給区分に決定することが著しく不適当であると 

認められるときは、同項の規定にかかわらず、当該職員区分より上位の昇給区分に決

定することができる。 

 

（最高号俸を受ける職員の昇給停止） 

第１３条 職員の号俸がその属する職務の級のうちの最高号俸である場合には、その者 

が同一の職務の級にある間は昇給しない。  

 

（昇格及び降格） 

第１４条 職員を昇格（職員の職務の級を同一の本俸表の上位の職務の級に変更するこ 

とをいう。）させた場合のその職員の号俸は、その者に適用される本俸表の別に応じ、 

かつ、昇格した日の前日に受けていた号俸に対応する昇格時号俸対応表（別表第４） 

の昇格後の号俸欄に定める号俸とする。 
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２ 当該昇格が２級以上上位の職務の級への昇格であるときにおける前項の規定の適用 

については、それぞれ１級上位の職務の級への昇格が順次行われたものとして取り扱 

うものとする。 

３ 職員を降格（職員の職務の級を同一の本俸表の下位の職務の級に変更することをい 

う。）させた場合におけるその職員の号俸は、降格した日の前日に受けていた号俸と

同じ額の号俸（同じ額の号俸がないときは、直近下位の額の号俸）とする。 

４ 職員を降格させた場合で当該降格が２級以上下位の職務の級への降格であるときに 

おける前項の規定の適用については、それぞれ１級下位の職務の級への降格が順次行 

われたものとして取り扱うものとする。 

５ 理事長は、前各項の規定により職員の号俸を決定することが他の職員との均衡を著 

しく失すると認められるときは、これらの規定にかかわらず、その職員の号俸を決定

することができる。 

 

（日割計算）                                         

第１５条 新たに職員となった者には、その日から本俸を支給し、昇格等により本俸額 

 に異動を生じた者には、その日から新たに定めた本俸を支給する。                  

２ 職員が離職したときは、その日まで本俸を支給する。                       

３ 職員が死亡したときは、その月まで本俸を支給する。                            

４ 第１項又は第２項の規定により本俸を支給する場合であって月の初日から支給する 

とき以外のとき、又は月の末日まで支給するとき以外のときは、その本俸額はその月の

日数から勤務を要しない日の日数を差し引いた日数を基礎として、日割によって計算し

た額とする。 

   

（本俸の調整額）                                                      

第１６条 本俸の調整額は、のぞみの園の利用者に対して直接支援・援助等にあたる別 

 表第５（職種別適用区分表）の職員区分欄に掲げる職員に対し、その職務の困難性、 

 勤労条件等に応じて他の職員と給与の調整を図るため支給するものとする。 

２ 本俸の調整額の月額は、当該職員（次項に掲げる職員を除く。）に適用される本俸表

及び職務の級に応じて別表第 ５の２（調整基本額表）に掲げる調整基本額にその者に

係る別表第５（職種別適用区分表）の調整数欄に掲げる調整数を乗じて得た額とする。

この場合、第８条第７項又は同条第８項の規定の適用を受ける職員については、当分の

間、「掲げる調整基本額に」とあるのは「掲げる調整基本額に１００分の７０を乗じて

得た額（その額に、５０円未満の端数を生じたときはこれを切り捨て、５０円以上１０

０円未満の端数を生じたときはこれを１００円に切り上げた額）に」とする。 

３ 定年前再任用短時間勤務職員の本俸の調整額は、別表第５の２（調整基本額表）に

掲げる調整基本額にその者にかかる別表第５（職種別適用区分表）の調整数欄に掲げ

る調整数を乗じて得た額に、４０時間に対する１週間当たりの勤務時間の割合を乗じ

て得た額とする。 

 

（扶養手当）                                                                   
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第１７条 扶養手当は扶養親族のある職員（暫定再任用短時間勤務職員、暫定再任用常 

 勤職員及び暫定再任用非常勤職員を除く。）に支給する。ただし、次項第１号及び第  

３号から第７号までのいずれかに該当する扶養親族（以下「扶養親族たる配偶者、父

母等」という。）に係る扶養手当は、一般職本俸表の適用を受ける職員でその職務の

級が９級である者（以下「一般職本俸表９級職員」という。）に対しては、支給しな

い。 

２ 前項の扶養親族とは、次の各号の１に該当する者であって他に生計の途がなく主と 

してその職員に現に扶養されているものをいう。 

（１）配偶者（婚姻の届出をしていないが、事実上婚姻関係と同様の事情にある者を含 

  む。以下同じ。） 

（２）満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある子 

（３）満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある孫 

（４）満２２歳に達する日以後の最初の３月３１日までの間にある弟妹 

（５）満６０歳以上の父母及び祖父母 

（６）父が死亡したとき、又は父が満６０歳以上であるときの満６０歳未満の無職の母 

（７）重度心身障害者 

３ 扶養手当の月額は、扶養親族たる配偶者（ただし、一般職本俸表の適用を受ける職員

でその職務の級が８級である者（以下「一般職本俸表８級職員」という。）の配偶者は

除く。）については３，０００円、父母等については１人につき６，５００円（一般職

本俸表８級職員にあっては、３，５００円）、前項第２号に該当する扶養親族（以下「扶

養親族たる子」という。）については１人につき１１，５００円とする。 

４ 扶養親族たる子のうちに満１５歳に達する日後の最初の４月１日から満２２歳に達 

する日以後の最初の３月３１日までの間（以下「特定期間」という。）にある子がい

る 場合における扶養手当の月額は、前項の規定にかかわらず、５，０００円に特定

期間にある当該扶養親族たる子の数を乗じて得た額を同項の規定による額に加算した

額とする。 

 

（扶養手当の支給） 

第１８条 新たに職員となった者に扶養親族（一般職俸給表９級職員にあっては、扶養親

族たる子に限る。）がある場合、一般職俸給表９級職員から一般職俸給表９級職員以外の

職員となった職員に扶養親族たる配偶者、父母等がある場合又は職員に次の各号のいずれ

かに掲げる事実が生じた場合においては、その職員は直ちにその旨を別に定める扶養親族

届により総務部長に届けねばならない。  

（１）新たに扶養親族たる要件を具備するに至った者がある場合（一般職俸給表９級職員

に扶養親族たる配偶者、父母等たる要件を具備するに至った者がある場合を除く。） 

（２）扶養親族たる要件を欠くに至った者がある場合（扶養親族たる子又は前条第２項第

３号若しくは第４号に該当する扶養親族が、満２２歳に達した日以後の最初の３月

３１日の経過により、扶養親族たる要件を欠くに至った場合及び一般職俸給表９級

職員に扶養親族たる配偶者、父母等たる要件を欠くに至った者がある場合を除く。） 

２ 扶養手当の支給は、新たに職員となった者に扶養親族（一般職俸給表９級職員にあ
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っては、扶養親族たる子に限る。）がある場合においては、その者が職員となった日、

一般職俸給表９級職員から一般職俸給表９級職員以外の職員となった職員に扶養親族

たる配偶者、父母等がある場合においてその職員に扶養親族たる子で前項の規定によ

る届出に係るものがないときはその職員が一般職俸給表９級職員以外の職員となった

日、職員に扶養親族（一般職俸給表９級職員にあっては、扶養親族たる子に限る。）

で同項の規定による届出に係るものがない場合においてその職員に同項第１号に掲げ

る事実が生じたときはその事実が生じた日の属する月の翌月（これらの日が月の初日

であるときは、その日の属する月）から開始し、扶養手当を受けている職員が離職し、

又は死亡した場合においては、それぞれその者が離職し、又は死亡した日、一般職俸

給表９級職員以外の職員から一般職俸給表９級職員となった職員に扶養親族たる配偶

者、父母等で同項の規定による届出に係るものがある場合においてその職員に扶養親

族たる子で同項の規定による届出に係るものがないときはその職員が一般職俸給表９

級職員となった日、扶養手当の支給を受けている職員の扶養親族（一般職俸給表９級

職員にあっては、扶養親族たる子に限る。）で同項の規定による届出に係るものの全

てが扶養親族たる要件を欠くに至った場合においては、その事実が生じた日の属する

月（これらの日が月の初日であるときは､ その日の属する月の前月）をもって終る。

ただし、扶養手当の支給の開始については、同項の規定による届出が、これに係る事

実の生じた日から１５日を経過した後にされたときは、その届出を受理した日の属す

る月の翌月（その日が月の初日であるときは､ その日の属する月）から行うものとす

る。 

３ 扶養手当は、次の各号のいずれかに掲げる事実が生じた場合においては、その事実の

生じた日の属する月の翌月（その日が月の初日であるときは、その日の属する月）から、

その支給額を改定する。前項ただし書の規定は、第１号又は第３号に掲げる事実の生じ

た場合における扶養手当の支給額の改定について準用する。 

（１）扶養手当を受けている職員に更に第１項第１号に掲げる事実が生じた場合 

（２）扶養手当を受けている職員の扶養親族（一般職俸給表９級職員にあっては、扶養親

族たる子に限る。）で第１項の規定による届出に係るものの一部が扶養親族たる要件を

欠くに至った場合 

（３）扶養親族たる配偶者、父母等及び扶養親族たる子で第１項の規定による届出に係る

ものがある一般職俸給表９級職員が一般職俸給表９級職員以外の職員となった場合 

（４）扶養親族たる配偶者、父母等で第１項の規定による届出に係るものがある一般職俸

給表８級職員が一般職俸給表８級職員及び一般職俸給表９級職員以外の職員となった

場合 

（５）扶養親族たる配偶者、父母等で第１項の規定による届出に係るもの及び扶養親族た

る子で同項の規定による届出に係るものがある職員で一般職俸給表９級職員以外の者

が一般職俸給表９級職員となった場合 

（６）扶養親族たる配偶者、父母等で、第１項の規定による届出に係るものがある職員で

一般職俸給表８級職員及び９級職員以外の者が８級職員となった場合 

（７）職員の扶養親族たる子で第１項の規定による届出に係るもののうち特定期間にある

子でなかった者が特定期間にある子となった場合 
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４ 前各項に定めることのほか、扶養手当の支給に関し必要な事項は別に定める。 

 

（地域手当） 

第１８条の２ 地域手当は、国家公務員の例に準じて、別表第６に定める地域手当支給 

区分表の地域手当支給地域に在勤する職員に支給する。 

２ 地域手当の月額は、本俸、本俸の調整額、扶養手当及び役職手当の月額の合計額に、 

別表第６に定める支給割合を乗じて得た額とする。 

３ 国、独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号第２条第１項及び第２項に規 

定する独立行政法人及び特定独立行政法人（以下「独立行政法人」という。）に使用

される者であった者が引き続き本俸表の適用を受ける職員となり理事長が指定する者

は、当該異動の前日に在勤していた地域の地域手当の支給割合に達しない場合（これ

らの職員が当該異動の日の前日に在勤していた期間が引き続き６か月を超えて在勤し

ていた場合に限る。）は、当該職員に対して当該異動の日から３年を経過するまでの

間、本俸、本俸の調整額、扶養手当及び役職手当の月額の合計額に次の各号に掲げる

期間の区分に応じ当該各号に定める割合を乗じて得た月額の地域手当を支給する。 

（１）当該異動の日から同日以後１年を経過する日までの期間  異動前の地域の支給

割合（異動前の支給割合が当該異動の後に改定された場合にあっては、当該異動の

日の前日の異動前の支給割合。次号において同じ。） 

（２）当該異動の日から同日以後２年を経過する日までの期間（前号に掲げる期間を除 

  く。）  異動前の地域の支給割合に１００分の８０を乗じて得た割合 

（３）当該異動の日から同日以後３年を経過する日までの期間（前号に掲げる期間を除

く。）  異動前の地域の支給割合に１００分の６０を乗じて得た割合 

４ 前各項に定めるもののほか、地域手当の支給に関し必要な事項は別に定める。 

 

（広域異動手当） 

第１８条の３ 職員及び前条第３項に該当する者であって理事長が指定する者が、異動 

の直後に在勤する勤務地と異動の前日に在勤していた勤務地の距離が６０㎞以上であ 

るときは、当該職員に対して、当該異動の日から３年を経過する日までの間、本俸、

本俸の調整額、扶養手当及び役職手当の月額の合計額に当該異動に係る勤務地間の距

離の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割合を乗じて得た月額を広域異

動手当として支給する。 

（１）３００㎞以上 １００分の１０ 

（２）６０㎞以上３００㎞未満 １００分の５ 

２ 広域異動手当を支給されることとなる職員が第１８条の２の規定により地域手当を 

支給される職員である場合における広域異動手当の支給割合は、前項の規定による広 

域異動手当の支給割合から当該地域手当の支給割合を減じた割合とする。この場合に 

おいて、前項の規定による広域異動手当の支給割合が当該地域手当の支給割合以下で 

あるときは、広域異動手当は支給しない。 

３ 前各項に定めるもののほか、広域異動手当の支給に関し必要な事項は別に定める。 
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第 ３ 章  諸 手 当 

（役職手当）                                                                

第１９条 役職手当は､ 管理又は監督の地位にある職員について、その職務の特殊性に基 

づき、毎月支給するものとし、別表第７の１の役職区分表及び別表第７の２の役職区分

表に定める職員の区分に応じ、当該支給月額欄に定める額を支給する。この場合、令和

６年度末時点で役職手当を支給されていた職員が、令和７年度においても引き続き別表

第７－１または別表第７－２と同じ役職区分の職員となる場合には、別表第７－３の役

職区分表に定める職員の区分に応じ、当該支給月額欄に定める額を支給する。さらに、

令和６年度末時点で役職手当を支給されていた別表第７－２下欄の職員が、令和７年度

において別表第７－２上欄の職員となる場合には、別表第７－３最下欄に定める額を支

給する。 

２ 第１項の規定による額が、独立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園役 

員給与規程（平成１５年規程第６号）第３条に規定する役員の俸給月額のうち最低の

俸給月額と職員が受ける本俸及び扶養手当の月額の合計額との差額に相当する額を超

えることとなる場合には、その者に支給する役職手当の月額は、同項の規定にかかわ

らず、その差額に相当する額とする。ただし、医療職本俸表（一）の適用を受ける職

員の役職手当については、この限りでない。 

３ 第１項に定める職の二以上に任じられた職員に対する役職手当は、それらの職の一

に対して支給し、その他の職に対するものとしては支給しない。 

４ 第２３条から第２５条までの規定は、別表第７の１の役職区分表に定める職員及び

別表第７－３の役職区分表における課長職以上の職員には適用しない。 

 

（医師初任給調整手当）                                                         

第１９条の２ 医師初任給調整手当は、医師として採用された職員であって、医師の免 

 許取得後の経過年数が３５年以内の職員に支給する。 

２ 医師初任給調整手当の月額は、別表第８の支給期間の区分欄に掲げる期間のそれぞ 

れに対応する支給月額欄の額とする。 

 

（医師特別調整手当） 

第２０条 医師特別調整手当は、医師として採用された職員に対して支給する。 

２ 医師特別調整手当月額は、当該職員の受ける本俸、本俸の調整額、扶養手当及び役

職手当の月額の合計額に１００分の１０を乗じて得た額とする。 

 

（通勤手当） 

第２１条 通勤手当は、次の各号に掲げる職員に支給する。 

（１）通勤のため交通機関又は有料の道路（以下「交通機関等」という。）を利用して

その運賃又は料金（以下「運賃等」という。）を負担することを常例とする職員（交

通機関等を利用しなければ通勤することが著しく困難である職員以外の職員であっ

て、交通機関等を利用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片

道２キロメートル未満である職員及び第３号に掲げる職員を除く。） 
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（２）通勤のため自動車その他の交通用具（以下「自動車等」という。）を使用するこ

とを常例とする職員（自動車等を使用しなければ通勤することが著しく困難である

職員以外の職員であって自動車等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場

合の通勤距離が片道２キロメートル未満である職員及び次号に掲げる職員を除く。）  

（３）通勤のため交通機関等を利用してその運賃等を負担し、かつ、自動車等を使用す 

  ることを常例とする職員（交通機関等の利用し、又は自動車等を使用しなければ通 

  勤することが著しく困難である職員以外の職員であって、交通機関等を利用せず、 

  かつ、自動車等を使用しないで徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離が片 

  道２キロメートル未満である職員を除く。） 

２ 通勤手当の額は、次の各号に掲げる職員の区分に応じ、当該各号に定める額とする。 

（１）前項第１号に掲げる職員 支給単位期間につき、別に定めるところにより算出し 

  たその者の支給単位期間の通勤に要する運賃等の額に相当する額（以下「運賃等相 

  当額」という。）。ただし、運賃等相当額を支給単位期間の月数で除して得た額（以 

  下「一箇月当たりの運賃等相当額」という。）が１５０，０００円を超えるときは、 

  支給単位期間につき、１５０，０００円に支給単位期間の月数を乗じて得た額（そ 

の者が二以上の交通機関等を利用するものとして当該運賃等の額を算出する場合に

おいて、一箇月当たりの運賃等相当額の合計額が１５０，０００円を超えるときは、

その者の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき、１５０，

０００円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額） 

（２）前項第２号に掲げる職員次に掲げる職員の区分に応じ、支給単位期間につき、そ 

  れぞれ定める額 

ア 自動車等の使用距離（以下この号において「使用距離」という。）が片道５キ 

        ロメートル未満の職員 ２，０００円 

イ 使用距離が片道５キロメートル以上１０キロメートル未満の職員 

     ４，２００円 

  ウ 使用距離が片道１０キロメートル以上１５キロメートル未満の職員 

        ７，１００円 

エ 使用距離が片道１５キロメートル以上２０キロメートル未満の職員 

     １０，０００円 

オ 使用距離が片道２０キロメートル以上２５キロメートル未満の職員 

     １２，９００円 

カ 使用距離が片道２５キロメートル以上３０キロメートル未満の職員 

     １５，８００円 

キ 使用距離が片道３０キロメートル以上３５キロメートル未満の職員 

     １８，７００円 

ク 使用距離が片道３５キロメートル以上４０キロメートル未満の職員 

      ２１，６００円 

ケ 使用距離が片道４０キロメートル以上４５キロメートル未満の職員 

     ２４，４００円 

コ 使用距離が片道４５キロメートル以上５０キロメートル未満の職員 
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     ２６，２００円 

サ 使用距離が片道５０キロメートル以上５５キロメートル未満の職員 

     ２８，０００円 

シ 使用距離が片道５５キロメートル以上６０キロメートル未満の職員 

     ２９，８００円 

ス 使用距離が片道６０キロメートル以上の職員 ３１，６００円 

（３）前項第３号に掲げる職員交通機関等を利用せず、かつ、自動車等を使用しないで 

    徒歩により通勤するものとした場合の通勤距離、交通機関等の利用距離、自動車等 

  の使用距離等の事情を考慮して別に定める区分に応じ、前２号に定める額（一箇月 

  当たりの運賃等相当額及び前号に定める額の合計額が１５０，０００円を超えると  

きは、その者の通勤手当に係る支給単位期間のうち最も長い支給単位期間につき、 

１５０，０００円に当該支給単位期間の月数を乗じて得た額）、第１号に定める額

又は前号に定める額 

３ 通勤手当は、支給単位期間に係る最初の月の別に定める日に支給する。 

４ 通勤手当を支給される職員につき、離職その他の別に定める事由が生じた場合は、 

当該職員に、支給単位期間のうちこれらの事由が生じた後の期間を考慮して別に定め 

る額を返納させるものとする。 

５ この条において「支給単位期間」とは、通勤手当の支給の単位となる期間として６ 

か月を超えない範囲内で１か月を単位として別に定める期間（自動車等に係る通勤手 

当にあっては、１か月）をいう。 

６ 前各項に規定するもののほか、通勤手当の支給及び返納に関し必要な事項は通勤手 

当支給基準で定める。 

 

（単身赴任手当） 

第２１条の２ 国、独立行政法人、地方公共団体に使用される者であった者及び施設に 

使用される者であって理事長が指定する者が引き続き本俸表の適用をうける職員とな 

り、これに伴い、住居を移転し、父母の疾病その他別に定めるやむを得ない事情によ 

り、同居していた配偶者と別居することとなった職員で、当該異動の直前の住居から 

異動後ののぞみの園に通勤することが、通勤距離等を考慮して別に定める基準に照ら 

して困難であると認められるもののうち、単身で生活することを常況とする職員には、 

単身赴任手当を支給する。 

   ただし、配偶者の住居からのぞみの園に通勤することが、通勤距離等を考慮して、 

 別に定める基準に照らして困難であると認められない場合は、この限りでない。      

２ 単身赴任手当の月額は、３０，０００円（別の定めるところにより算定した職員の 

住居と配偶者の住居との間の交通距離（以下単に「交通距離」という。）が別に定め

る 距離以上である職員にあっては、その額に７０，０００円を越えない範囲内で交

通距離の区分に応じて別に定める額を加算した額）とする。 

３ 第１項の規定による単身赴任手当を支給される職員との権衡上必要があると認めら 

れるものとして別に定める職員には、前２項の規定に準じて、単身赴任手当を支給す 

る。 
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４ 前各項に規定するもののほか、単身赴任手当の支給の調整に関する事項その他単身 

赴任手当の支給に関し必要な事項は別に定める。 

５ 前各項に規定する別に定める事項は、国家公務員の例に準じて定めるものとする。 

 

（住居手当）                                         

第２２条 住居手当は、次の各号のいずれかに該当する職員に支給する。 

（１）自ら居住するための住宅（借間を含む。次号において同じ。）を借り受け、月額 

  １６，０００円を超える家賃（使用料を含む。以下同じ。）を支払っている職員（独 

  立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園宿舎貸与基準（平成１５年基準 

  第１２号）の規定により宿舎を貸与されている職員その他別に定める職員を除く。）  

（２）第２１条の２の規定により単身赴任手当を支給される職員で、配偶者が住居する

ための住宅（国家公務員宿舎法第１３条の規定による有料宿舎そのた別に定める住

宅を除く。）を借り受け、月額１６，０００円を超える家賃を支払っている者又は、

これらと権衡上必要があると認められる者として別に定める者 

２ 住居手当の月額は次の各号に掲げる職員の区分に応じて当該各号に掲げる額（当該 

各号のいずれにも掲げる職員のうち該当する職員にあっては、当該各号に掲げる額の 

合計額）とする。 

（１）前項第１号に掲げる職員 次に掲げる職員の区分に応じて、それぞれ次に掲げる

額（その額に１００円未満の端数を生じたときは、これを切捨てた額）に相当する

額 

  ア 月額２７，０００円以下の家賃を支払っている職員  家賃の額から１６，０

００円を控除した額 

  イ 月額２７，０００円を超える家賃を支払っている職員  家賃の額から２７，

０００円を控除した額の２分の１（その控除した額の２分の１が１７，０００円

を超えるときは１７，０００円）を１１，０００円に加算した額 

（２）前項第２号に掲げる職員 前号の規定の例により算出した額の２分の１に相当 

  する額（その額に１００円未満の端数を生じたときは、これを切捨てた額） 

３ 前各項に定めるもののほか住居手当の支給に関し必要な事項は別に定める。 

  

（時間外勤務手当） 

第２３条 時間外勤務手当は正規の勤務時間外に勤務（以下「時間外勤務」という。） 

を命ぜられた職員に対し、その勤務した時間１時間につき、第２項に規定する勤務１

時間当たりの給与額に次の各号に掲げる時間外勤務の区分に応じて当該各号に定める

割合（その勤務が午後１０時から翌日の午前５時までの間である場合は、その割合に

１００分の２５を加算した割合）を乗じて得た額を支給する。 

（１） 正規の勤務が割り振られた日（次条の規定により正規の勤務時間中に勤務した

職員に休日給が支給されることとなる日を除く。）における勤務 

ア １ヶ月６０時間以下の時間外勤務 １００分の１２５ 

イ １ヶ月６０時間を超える時間外勤務 １００分の１５０ 

（２） 前号に掲げる勤務以外の勤務 
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ア １ヶ月６０時間以下の時間外勤務 １００分の１３５ 

イ １ヶ月６０時間を超える時間外勤務 １００分の１６０ 

２ 前項に規定する勤務１時間あたりの給与額は、本俸月額と本俸の調整額並びにこれ 

らに対する地域手当及び広域異動手当の月額の合計額（医療職本俸表（ー）の適用を 

受ける職員にかかるものについては、この合計額に医師特別調整手当を加算した額） 

に１２を乗じ、その額を１週間の正規の勤務時間に５２を乗じた数で除して得た額と 

する。 

 

（休日給）                                                                     

第２４条 休日給は休日（就業規則第１４条第２項の規定により振り替えられた日を含 

 む。）において正規の勤務時間中勤務を命ぜられた職員に対し、その勤務した時間１ 

 時間につき、前条第２項に規定する勤務１時間当たりの給与額の１００分の１３５を 

 支給する。 

 

（夜勤手当）                                         

第２５条 夜勤手当は、正規の勤務時間として午後１０時から翌日の午前５時までの間 

 に勤務することを命ぜられた職員に対し、その勤務した時間１時間につき第２３条第 

 ２項に規定する勤務１時間あたりの給与額の１００分の２５を支給する。 

 

（宿日直手当） 

第２６条 宿日直手当は、就業規則第３９条第１項の規定により宿直又は日直の勤務を

命ぜられた職員に対して、その勤務１回につき６，１００円（入院患者の病状の急変

等に対処するための医師又は歯科医師の宿日直勤務にあっては２１，０００円）を支

給する。ただし、勤務時間が５時間未満の場合は、上記に掲げる額に１００分の５０

を乗じて得た額とする。 

２ その宿直勤務が土曜日又はこれに相当する半日勤務の日に正規の勤務終了時から引

き続いて行われる場合にあっては、前項に定める額に１００分の１５０を乗じて得た

額とする。 

３ 前各項の勤務は、第２３条第１項、第２４条及び前条の勤務には含まれないものと

する。 

４ 虐待相談・通報受付等業務を命ぜられた職員に対して宿直を支給する場合にあって

は、その勤務１回につき３，０００円を支給する。 

 

（管理職員特別勤務手当） 

第２６条の２ 第１９条の規定に基づき役職手当の支給を受ける職員で同条第４項の規 

定の適用を受ける職員が臨時又は緊急の必要その他の業務の運営の必要により休日

（就業規則第１４条に規定する休日）に勤務した場合は、当該職員には、管理職員特

別勤務手当を支給する。 

２ 前項に規定する場合のほか、災害への対処その他の臨時又は緊急の必要により休日

以外の日の午後十時から午前五時までの間であって正規の勤務時間以外の時間に勤務
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した場合は、当該職員には、管理職員特別勤務手当を支給する。 

３ 管理職員特別勤務手当の額は、次の各号に掲げる場合の区分に応じ、当該各号に定

める額とする。 

（１）第一項に規定する場合  

   勤務１回につき、１２，０００円を超えない範囲内において別に定める額とする。

ただし、同項の規定による勤務に従事する時間等を考慮して別に定める勤務にあっ

ては、その額に１００分の１５０を乗じて得た額とする。 

（２）前項に規定する場合 

   勤務１回につき、６，０００円を超えない範囲内において別に定める額とする。 

４ 前各項に定めるもののほか、管理職員特別勤務手当の支給に関し必要な事項は、別

に定める。 

５ 前各項に規定する別に定める事項は、国家公務員の例に準じて定めるものとする。 

 

（放射線取扱手当） 

第２６条の３ 放射線取扱手当は、エックス線その他の放射線を人体に照射する作業に従

事する職員又は照射を受ける利用者を介助する職員に対し、次の各号に掲げる職員の区

分に応じ、当該各号に定める額を支給する。 

（１）診療放射線技師又は診療エックス線技師である職員  エックス線その他の放射線

を人体に照射する作業に従事した月１月につき７，０００円 

（２）上記以外の職員  照射を受ける利用者の介助に従事した月１月につき１，０００

円（当該職員の介助による被爆回数が月１月につき６回を超える場合については、その

超える被爆回数１回につき１００円を乗じて得た額を当該額に加算して得た額。） 

 

（夜間看護手当）                                                              

第２６条の４ 夜間看護手当は、診療所に勤務する看護師又は准看護師が、正規の勤務 

 時間による勤務の一部又は全部が深夜において行われる看護等の業務に従事したとき 

 に支給する。 

２ 前項の手当の額は、その勤務１回につき、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号 

に定める額とする。     

（１）深夜の全部を含む勤務である場合 ７，３００円   

（２）深夜における勤務時間が４時間以上である場合 ３，５５０円 

（３）深夜における勤務時間が２時間以上４時間未満である場合 ３，１００円   

（４）深夜における勤務時間が２時間未満である場合 ２，１５０円  

 

（夜間特殊業務手当） 

第２６条の５ 夜間特殊業務手当は、生活支援部及び地域支援部に勤務する生活支援員 

が、正規の勤務時間による勤務の一部又は全部が深夜において行われる介護等の業務 

に従事したときに支給する。 

２ 前項の手当の額は、その勤務１回につき、次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号 

に定める額とする。 
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（１）その勤務時間が深夜の全部を含む勤務である場合 １，６００円 

（２）その勤務時間が深夜の一部を含む勤務である場合 １，０６０円（深夜における

勤務時間が２時間に満たない場合にあっては、６００円） 

 

（防疫等作業手当） 

第２６条の６ 防疫等作業手当は、特定新型インフルエンザ等（新型インフルエンザ等

対策特別措置法（平成２４年法律第３１号）第２条第１号に規定する新型インフルエ

ンザ等で、当該新型インフルエンザ等に係る同法第１５条第１項に規定する政府対策

本部が設置されたもの（理事長が認めたものに限る。）をいう。）の陽性者に接して

行う介護の業務等に従事したときに支給する。 

２ 前項の手当の額は、作業に従事した日１日につき、１，５００円（緊急に行われた

措置に係る作業であって、心身に著しい負担を与えると理事長が認めるものに従事し

た場合にあっては、４，０００円）を超えない範囲内において、それぞれの作業に応

じて理事長が定める額とする。 

 

（医師オンコール手当） 

第２６条の７ オンコール体制（夜間及び土日祝日における入所利用者の急病やけがに

対し、医師の自宅等において職員から電話等で病状報告を受け必要な指示等を行う体

制）を命ぜられた医師には、その勤務１回につき、次の各号に掲げるオンコール体制

の区分に応じ、当該各号に定める額を医師オンコール手当として支給する。 

（１）夜間（１７時３０分から翌８時３０分）  １回につき２，０００円 

（２）土日祝日（８時３０分から翌８時３０分） １回につき４，０００円 

 

（特別手当） 

第２７条 特別手当は期末手当及び勤勉手当とする。 

２ 期末手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条において、これらの日を「基準 

日」という。）にそれぞれ在職する職員に対してそれぞれ基準日から起算して３０日

を超えない範囲内において、別に定める日に支給する。 

    これらの基準日前１か月以内に退職し、又は死亡した職員（就業規則第４５条第１ 

項第３号に該当する休職職員、同規則第６５条第４号による停職処分を受けていた職 

員及び退職後引き続いて国又は地方公共団体の職員となった職員を除く。）について

も同様とする。 

３ 期末手当の額は、期末手当基礎額に国家公務員の例に準じて別に定める割合を乗じ 

て得た額に、その者の在職期間の次の各号に掲げる区分に応じ、当該各号に定める割

合を乗じて得た額とする。 

（１）６か月       100 分 100 

（２）５か月以上６か月    100 分 80 

（３）３か月以上５か月    100 分 60 

（４）３か月未満          100 分 30 

４ 前項の期末手当基礎額は、それぞれの基準日現在（退職し、又は死亡した職員にあ 
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っては退職し、又は死亡した日現在）において職員が受けるべき本俸月額、本俸の調

整額の月額及び扶養手当の月額並びにこれらに対する地域手当及び広域異動手当の月

額の合計額（医療職本俸表（一）の適用を受ける職員にあっては、この額に医師特別

調整手当の月額を加算した額｡)とする。 

５ 前項の規定にかかわらず、職務の複雑、困難及び責任の度等を考慮し、別表第９に 

掲げる職員については、前項に規定する合計額に、本俸月額、及び本俸の調整額の月

額並びにこれらに対する地域手当及び広域異動手当の月額の合計額に職務の区分に応

じて同表に定める割合を乗じて得た額（次の表に定める地位にある職員にあっては、

その額におのおの対応する割増率で算定した額を加算した額。）を加算した額を第３

項の期末手当基礎額とする。 

        管理監督の地位にある職員の本俸月額の割増率 

職 務 の 区 分 割 増 率    

   

   

   

 事業企画局長、施設事業局長、各部長、 

 次長 

 本俸月額の１００分の２０

  

 課長、室長、支援調整役  本俸月額の１００分の１０ 

 

第２８条 勤勉手当は、６月１日及び１２月１日（以下この条において「基準日」とい 

う。）にそれぞれ在職する職員に対し、基準日以前６か月以内の期間におけるその者

の勤務成績に応じて、それぞれ基準日から起算して３０日を超えない範囲内において

別に定める日に支給する。 

２ 前条第２項後段の規定は、前項の場合において準用する。 

３ 勤勉手当の額は、勤勉手当基礎額に職員の勤務期間の区分に応じて次の表に定める 

割合を乗じて得た額に、理事長若しくはその委任を受けた者が、職員の勤務成績に応

じて定める割合を乗じて得た額とする。この場合において、職員に支給する勤勉手当

の総額は、それぞれの基準日において職員が受けるべきその者に属する前項の職員の

勤勉手当基礎額に当該職員がそれぞれの基準日現在（退職し、又は死亡した職員にあ 

っては、退職し、又は死亡した日現在。次項において同じ。）において受けるべき扶

養手当の月額並びにこれに対する地域手当、広域異動手当及び医師特別調整手当の月

額の合計額の総額を基礎として国家公務員の例に準じて別に定める割合を乗じて得た

額の総額を超えてはならない。 

勤  務  期  間 割   合     

    

    

    

    

    

    

    

 ６か月 

 ５か月１５日以上６か月未満 

 ５か月以上５か月１５日未満 

 ４か月１５日以上５か月未満 

 ４か月以上４か月１５日未満 

 ３か月１５日以上４か月未満 

  １００分の１００ 

  １００分の ９５ 

  １００分の ９０ 

  １００分の ８０ 

  １００分の ７０ 

  １００分の ６０ 
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 ３か月以上３か月１５日未満 

 ２か月１５日以上３か月未満 

 ２か月以上２か月１５日未満 

 １か月１５日以上２か月未満 

 １か月以上１か月１５日未満 

 １５日以上１か月未満 

 １５日未満 

 零 

  １００分の ５０ 

  １００分の ４０ 

  １００分の ３０ 

  １００分の ２０ 

  １００分の １５ 

  １００分の １０ 

  １００分の  ５ 

      零 

    

    

    

    

    

       

    

４ 前項の勤勉手当基礎額は、それぞれの基準日現在において受けるべき本俸月額及び 

本俸の調整額の月額並びにこれらに対する地域手当及び広域異動手当の月額の合計額 

（医療職本俸表（一）の適用を受ける職員にあっては、この額に医師特別調整手当の

月額を加算した額。）とする。 

５ 前条第５項の規定は、第３項の勤勉手当基礎額について準用する。この場合におい 

て、同条第５項中「前項」とあるのは、「第２８条第４項」と読み替えるものとする。 

 

第２９条 国、独立行政法人又は地方公共団体の職員から引き続いてのぞみの園の職員 

となった者及び施設の職員から引き続いてのぞみの園の職員となった者で理事長が指

定する者については、その者が国、独立行政法人、地方公共団体又は施設に在職した

期間又は勤務した期間は、前２条に規定する在職期間又は勤務期間に含まれるものと

する。 

２ 前２条に規定する在職期間及び勤務期間の算定に関し必要な事項並びに前２条に規 

定するもののほか期末手当及び勤勉手当の支給に関し必要な事項は別に定める。 

 

 

（本俸の調整額等の支給） 

第３０条 本俸の調整額、扶養手当、地域手当、広域異動手当、役職手当、医師初任給 

調整手当及び医師特別調整手当は本俸の支給方法に準じて支給する。  

 

第 ４ 章  補  則 

（給与の減額） 

第３１条 就業規則第２７条の規定により無届欠勤として取扱われる場合において、そ 

 の職員に対する給与は第２３条第２項に規定する勤務１時間当たりの給与額にその勤 

 務しない時間を乗じて得た額を減額して支給する。 

２ 前項、第３４条の２及び第３４条の３第１項第３号の規定により給与額を減額する 

場合において、当該給与期間において勤務すべき全時間が無届欠勤若しくは介護休暇

であった場合、又は本俸、本俸の調整額及び地域手当の額から減額すべき金額がその

無届欠勤、介護休暇若しくは部分休業があった給与期間に対する本俸、本俸の調整額

及び地域手当の額より大であるか又はこれに等しい場合は、減額すべき給与額は、そ
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の無届欠勤、介護休暇若しくは部分休業があった給与期間に対する本俸、本俸の調整

額及び地域手当の額とする。 

 

（欠勤者の給与） 

 第３２条 職員が傷病により欠勤したときは、結核性疾患の場合にあっては、欠勤を始 

 めた日から１年に限り、その他の傷病の場合にあっては欠勤を始めた日から６月に限 

 り基本給の全額を支給しそれ以後の欠勤した期間については、扶養手当はその全額を、 

 本俸、本俸の調整額及び地域手当の額はその半額を支給する。 

 

（欠勤等の特別取扱い） 

第３３条 前条の規定にかかわらず、就業規則第５８条第３項及び同規則第５９条第２ 

項の規定により出勤として取り扱われた職員並びに通勤（労働者災害補償保険法（昭

和２２年法律第５０号）第７条に規定する通勤をいう。以下同じ。）により負傷し、

又は疾病にかかり欠勤した職員に対しては、給与の全額を支給する。 

 

（休職者の給与） 

第３４条 就業規則第４５条の規定による休職者の給与については次の各号による。 

（１）職員が業務上負傷し、若しくは疾病にかかり、又は通勤により負傷し、若しくは 

  疾病にかかり休職を命ぜられたときは、その休職の期間中、給与の全額から労働者 

  災害補償保険法の定めるところに従い給付された休業補償の額を控除した残額を支 

  給する。 

（２）職員が就業規則第４５条の規定により休職を命ぜられた場合は、基本給及び期末 

  手当（ウに掲げる場合は期末手当を除く。）に次に定める割合を乗じて得た額を支 

  給する。 

  ア 同条第１項第１号の規定により休職を命ぜられた場合 

   当該休職期間が満２年に達するまでは１００分の８０とし以後無給 

  イ 同条同項第２号の規定により休職を命ぜられた場合 

   当該休職期間が満１年に達するまでは１００分の８０とし以後無給 

  ウ 同条同項第３号の規定により休職を命ぜられた場合 １００分の６０ 

  エ 同条同項第４号の規定により休職を命ぜられた場合 その都度定める割合 

 

（介護休暇の給与の取扱い） 

第３４条の２ 就業規則第３５条に規定する介護休暇の承認を受けて勤務しない場合に 

は、その勤務しない１時間につき、第２３条第２項に規定する勤務１時間当たりの給

与額を減額して給与を支給する。 

 

（育児休業等の給与の取扱い） 

第３４条の３  就業規則第２１条第１項の規定に基づく育児休業等の承認を受けた職員 

の育児休業等の期間中の給与は次によるものとする。 

（１）育児休業の期間中は、給与は支給しない。 
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（２）育児休業の期間が月の途中で開始又は終了する場合の給与の日割計算については、 

  第１５条第４項を準用する。                                                 

（３）部分休業の承認を受けて勤務しない場合には、その勤務しない１時間につき、第 

  ２３条第２項に規定する勤務１時間当たりの給与額を減額して給与を支給する。   

２ 育児休業をした職員が職務に復帰した場合には、当該育児休業をした期間を引き続 

 き勤務したものとみなして、俸給月額を調整し、又は昇給期間を短縮することができ 

 る。 

３ 第２７条第２項に規定するそれぞれの基準日に育児休業をしている職員のうち、基 

準日以前６か月以内の期間において勤務した期間がある職員には、第１項第１号の規 

定にかかわらず、当該基準日に係る期末手当を支給する。 

４ 第２８条第１項に規定するそれぞれの基準日に育児休業をしている職員のうち、基 

準日以前６か月以内の期間において勤務した期間がある職員には、第１項第１号の規 

定にかかわらず、当該基準日に係る勤勉手当を支給する。 

５ 前４項に定めるもののほか育児休業等に関する必要な事項は別に定める。 

 

第３５条 削除 

 

（非常勤職員等の給与）                                                         

第３６条 常時勤務に服することを要しない職員又は臨時に勤務する職員については、 

 本規定の適用を受ける常勤の職員との均衡を勘案し別に定めるところにより、予算の 

 範囲内で給与を支給する。 

 

（端数の処理）                                                                 

第３７条 給与の各項目の金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額は切り捨 

 てるものとする。ただし、第２３条第２項に規定する勤務１時間当たりの給与額及び 

 第２３条から第２５条までの規定により勤務１時間につき支給する時間外勤務手当、 

 休日給又は夜勤手当の額を算定する場合において、当該全額に５０銭未満の端数を生 

 じたときは、これを切り捨て、５０銭以上１円未満の端数を生じたときは、これを１ 

 円に切り上げるものとする。 

                                    

（実施要領）                                                                   

第３８条 本規定の実施について必要な事項は別に定める。 

 

附  則 

１．この規程は、平成１５年１０月１日から施行する。   

２．のぞみの園の設立の際、心身障害者福祉協会（以下「協会」という。）の職員であ

った者で、引き続きのぞみの園の職員に任命された者の協会の職員であった期間はの

ぞみの園の職員であったものとみなして、この規程の規定を準用する。  

３．平成１１年４月１日（以下「基準日」という。）前から引き続き協会本俸表の適用

を受けていた職員のうち、基準日において５５歳を超えている職員の昇給については、 
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第１１条第４項本文の規定にかかわらず、５８歳まで昇給させることができる。 

４．基準日前から引き続き協会本俸表の適用を受けていた職員のうち、基準日において 

５３歳を超え、５５歳を超えていない職員については、第１１条第４項本文の規定に

かかわらず、５５歳に達した日後も、２回に限り昇給をさせることができ、基準日に

おいて５０歳を超え、５３歳を超えていない職員については、同項本文の規定にかか

わらず、５５歳に達した日後も、１回に限り昇給をされることができる。ただし、基

準日において５３歳を超えていない職員のうち、休職、育児休業又は介護休暇等によ

り、復職時における本俸月額の調整を受けた職員で、昇給したものとみなす時期が５

５歳に達した日後となるものには、この項の規定による昇給をさせることができない。 

５．基準日以後に新たに協会本俸表またはのぞみの園本俸表の適用を受けることとなっ 

た職員のうち、のぞみの園職員退職手当支給規程（平成１５年規程第９号）第６条の 

２第１項に規定する国家公務員等となり、国家公務員等として勤務した後基準日以後 

に引き続いて職員となり、引き続き職員として在職している者（基準日前において職 

員として在職していたことがある者で、基準日前の直近の職員として在職していた日 

から当該引き続いて職員となった日（以下「復帰日」という。）までの間において、

国家公務員等として勤務した期間を除き、職員として在職していなかった期間がない 

もの及び基準日前において国家公務員等として在職していたことがある者で、基準 

日前の直近の国家公務員等として在職していた日から当該引き続いて職員となった 

日（以下「採用日」という。）までの間において、国家公務員等として在職していな

かった期間がないものに限る。）で、基準日において５０歳を超え、５８歳を超えて

いない職員の５５歳に達した日後における昇給については、前項本文の規定を準用す

る。ただし、基準日において５３歳を超えていない職員のうち、復帰日又は採用日が

５５歳に達した日後である職員で復帰日又は採用日における俸給月額を決定する際の

計算の過程においてこの項の規定による昇給をしたこととされたもの及び休職、育児

休業又は介護休暇等により、復職時における本俸月額の調整を受けた職員で、昇給し

たものとみなす時期が５５歳に達した日後となるものには、この項の規定による昇給

をさせることができない。 

 

附  則 

（施行期日等） 

１．この規程は、平成１５年１２月１日から施行する。 

（平成１５年１２月に支給する期末手当に関する特例措置） 

２．平成１５年１２月に支給する期末手当の額は、本改正後の第２７条第２項から第５ 

項の規定にかかわらず、この規定により算定される期末手当の額（以下この項におい

て「基準額」という。）から次に掲げる額の合計額（以下この項において「調整額」

という。）に相当する額を減じた額とする。この場合において、調整額が基準額以上

となるときは、期末手当は支給しない。 

（１）心身障害者福祉協会（以下「協会」という。）の職員であった者で、引き続き独

立行政法人国立重度知的障害者総合施設のぞみの園（以下「のぞみの園」という。）

の職員となった者にあっては平成１５年４月１日（同月２日から同年９月３０日ま
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での間に新たに職員となった者にあっては新たに職員となった日）において協会の

職員として受けるべき本俸、本俸の調整額、扶養手当、役職手当、医師初任給調整

手当、医師特別手当、通勤手当、住居手当、単身赴任手当（第２１条の２第２項の

別に定める額を除く。以下同じ。）の月額の合計額（のぞみの園設立後に職員とな

った者にあっては新たに職員となった日において受けるべき本俸、本俸の調整額、

扶養手当、役職手当、医師初任給調整手当、医師特別手当、通勤手当、住居手当、

単身赴任手当の月額の合計額）に１００分の１．０７を乗じて得た額（以下「基礎

額」という。）に、同年４月がら１１月までの月額（同年４月１日から施行日の前

日までの期間において、協会またはのぞみの園の職員として在職しなかった期間が

ある場合は、その月数を減じた月数）を乗じて得た額 

（２）平成１５年６月に協会の職員として支給された期末勤勉手当の額に１００分の１．

０７を乗じて得た額 

３．前項第１項に規定する基礎額及び前項第２号に掲げる額に１円未満の端数が生じた 

ときは、これを切り捨てるものとする。 

 

附  則 

この規程は、平成１６年４月１日から施行する。 

 

  附  則 

この規程は、平成１６年７月１日から施行する。 

 

  附  則 

この規程は、平成１７年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この規程は、平成１７年７月１日から施行する。 

 

附  則 

この規程は、平成１７年１０月２日から施行する。 

 

附  則 

この規程は、平成１８年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この規程は、平成１８年７月１日から施行する。 

 

附  則 

この規程は、平成１８年１０月１日から施行する。 

 

附  則 
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この規程は、平成１９年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この規程は、平成１９年７月１日から施行する。 

 

附  則 

１．この規程は、平成２１年４月１日から施行する。 

 

（職務の等級の級への切替） 

２．平成２１年４月１日（以下「切替日」という。）の前日においてその者が属してい

た職務の等級（以下「旧等級」という。）が附則別表第１（職務の等級の級への切替

表）に掲げられている職務の等級号俸であった職員の切替日における職務の級（以下

「新級」という。）は、旧等級欄に対応する同表の新級欄に定める職務の級とする。 

（号俸の切替） 

３．職員の切替日における号俸(以下「新号俸」という。）は、切替日の前日においてそ 

の者が受けていた旧等級号俸(以下「旧号俸」という。）及びその者が旧号俸を受けて 

いた期間（以下「経過期間」という。）に応じて附則別表第２（職員の新号俸の切替

表）に定める号俸とする。 

（本俸の切替に伴う経過措置） 

４．職員の切替日に受ける本俸月額と地域手当の月額との合計額が切替日の前日におい 

て受けていた本俸月額に達しないこととなる職員には、平成２５年３月３１日までを

限度として、本俸月額のほか、その差額に相当する額を支給する。 

（平成２２年４月１日における昇給の号俸数） 

５．平成２２年４月１日の昇給における給与規程第１２条の適用については、同条第２ 

項の昇給号俸数表中「８以上」は「７以上」に、「４以上」は「３以上」に、「６」

は 「５」に、「４」は「３」に、「３」は「２」に、「２」は「１」に、「１」は

「０」とする。 

 

附  則 

この規程は、平成２１年１２月１日から施行する。 

 

附  則 

この規程は、平成２２年１月１日から施行する。 

 

附  則 

１．この規程は、平成２２年１２月１日から施行する 

２．平成２３年４月１日において４３歳に満たない職員のうち、平成２２年４月１日に 

おいて第１１条の規定により昇給した職員その他当該職員との権衡上必要があると認 

められるものとして理事長が定める職員の平成２３年４月１日における号俸は、この 

項の規定の適用がないものとした場合に同日に受けることとなる号俸の１号俸上位の 
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号俸とする。 

 

附  則 

１．この規程は平成２３年４月１日から施行する。 

２．平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの間の別表第５（職種別適用区 

分表）の適用については、地域移行係に所属する生活支援員並びに特別支援課及び自 

立支援課の支援事務係に所属する生活支援員並びに歯科医師の調整数は、当該者が平 

成２３年３月３１日から継続して当該職に就いている者に限り、別表第５の調整数欄 

「２」を「３」とする。 

 

附  則 

この規程は、平成２３年９月１日から施行する。 

 

附  則 

この規程は、平成２４年４月１日から施行する。 

 

 附  則 

１．この規程は平成２４年６月２１日から施行する。 

 

 （平成２４年６月に支給する期末手当に関する特例措置） 

２．平成２３年４月１日から平成２４年３月３１日までの期間に在職する職員であって、

平成２４年３月１日に適用される本俸表並びにその職務の級及び号俸がそれぞれ次の

表の本俸表欄、職務の級欄及び号俸欄に該当する者にあっては、平成２４年６月に当

該職員に支給する期末手当の額は、本則第２７条第２項から第５項までの規定により

算定される期末手当の額から次の各号に掲げる額の合計額に相当する  額を減じた

額とする。 

 （１）平成２４年３月１日において当該職員に支給された本俸、扶養手当、役職手当、

地域手当、広域異動手当、住居手当及び単身赴任手当の月額の合計額に１００分

の０．３７を乗じて得た額に１２月を乗じて得た額。 

 （２）平成２３年６月に支給された期末手当及び勤勉手当の合計額に１００分の０．

３７を乗じて得た額並びに同年１２月に支給された期末手当及び勤勉手当の合計

額に１００分の０．３７を乗じて得た額。 

 

 

 
本俸表 

 
職務の級 

 
号  俸 

 
 
 
 
 
 

 
  ２級 

 
  ７７号俸から１２５号俸まで 

 
  ３級 

 
   ６１号俸から１１３号俸まで 

 
  ４級 

 
  ４５号俸から ９３号俸まで 
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一般職本俸表 
 
 
 
 
 
 
 
 

 
  ５級 

 
  ３７号俸から ８５号俸まで 

 
  ６級 

 
   ２９号俸から ７７号俸まで 

 
  ７級 

 
  １７号俸から ６１号俸まで 

 
  ８級 

 
   ５号俸から ４５号俸まで 

 
  ９級 

 
   １号俸から ４２号俸まで 

 
 
 
 
医療職 
本俸表(二） 
 
 
 

 
  ２級 

 
  ８５号俸から１０５号俸まで 

 
  ３級 

 
   ６９号俸から１１３号俸まで 

 
  ４級 

 
  ５７号俸から１０５号俸まで 

 
  ５級 

 

  ４１号俸から ９３号俸まで 

 
 
 
 
医療職 
本俸表(三） 
 
 
 
 

 
  １級 

 
 １０９号俸から１６９号俸まで 

 
  ２級 

 
  ９３号俸から１５３号俸まで 

 
  ３級 

 
   ６９号俸から１２５号俸まで 

 
  ４級 

 
  ５７号俸から１１３号俸まで 

 
  ５級 

 
  ４１号俸から ９３号俸まで 

 
 
 
 
 
福祉職本俸表 
 
 
 
 
 
 

 
  １級 

 
 １０５号俸から１５３号俸まで 

 
  ２級 

 
  ８１号俸から１２１号俸まで 

 
  ３級 

 
   ５７号俸から ９３号俸まで 

 
  ４級 

 
  ４９号俸から ９３号俸まで 

 
  ５級 

 
  ３７号俸から ８５号俸まで 

 
  ６級 

 
  ２９号俸から ７７号俸まで 

 

附  則 

 この規程は、平成２４年７月１日から施行する。 

 

附  則 

 この規程は、平成２４年１０月１日から施行する。 

 

附  則 

 この規程は、平成２５年 ３月１日から施行する。 
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附  則 

 この規程は、平成２５年 ４月１日から施行する。 

 

附  則 

 この規程は、平成２５年１０月１日から施行する。 

 

附  則 

この規程は、平成２６年２月２０日から施行し、平成２５年４月１日から適用する。 

 

 附  則 

この規程は、平成２６年１１月２８日から施行し、平成２６年４月１日から適用する。 

 

附  則 

１．この規程は、平成２７年４月１日から施行する。 

 

（平成２７年４月１日における昇格及び昇給の特例） 

２．平成２７年４月１日における昇格及び昇給については、改正前の給与規程を適用し、

その昇給の場合の給与規程第１２条の適用については、同条第２項の昇給号俸数表中

「８以上」は「７以上」に、「４以上」は「３以上」に、「６」は「５」に、「４」

は「３」に、「３」は「２」に、「２」は「１」に、「１」は、「０」とする。 

（号俸の切替） 

３．前項の規定により得られた級号俸について、改正後の給与規程別表第１から別表第

３までの同一の級号俸に平成２７年４月１日に切替えるものとする。 

（本俸の切替に伴う経過措置） 

４．前項の規定により決定した俸給月額が切替前の俸給月額に達しないこととなる者及

び平成２７年４月２日から平成３０年３月３１日までの間における昇格、昇給の適用

後の俸給月額が切替前の俸給月額に達しないこととなる者には、俸給月額のほか、そ

の差額に相当する額を俸給として支給する。 

 

附  則 

この規程は、平成２８年２月１０日から施行し、平成２７年４月１日から適用する。 

 

 

附  則 

この規程は、平成２８年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この規程は、平成２８年７月１日から施行する。 
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附  則 

この規程は、平成２８年１２月１日から施行し、平成２８年４月１日から適用する。 

 

附  則 

この規程は、平成２９年１月２６日から施行し、平成２９年１月１日から適用する。 

 

附  則 

１．この規程は、平成２９年４月１１日に公布し、平成２９年４月１日から施行する。 

 

（平成３２年３月３１日までの間における扶養手当に関する特例） 

２． 平成２９年４月１日から平成３０年３月３１日までの間は、第１７条第１項ただし

書き及び第１８条第３項第３号から第６号までの規定は適用せず、第１７条第３項及

び第１８条の規定の適用については、同項中「扶養親族たる配偶者、父母等について

は１人につき６，５００円（一般職俸給表の適用を受ける職員でその職務の級が８級

である者（以下「一般職俸給表８級職員」という。）にあっては、３，５００円）、

前項第２号に該当する扶養親族（以下「扶養親族たる子」という。）については１人

につき１０，０００円」とあるのは「前項第１号に該当する扶養親族たる配偶者につ

いては１０，０００円、同項第２号に該当する扶養親族たる子については１人につき

８，０００円（職員に配偶者がない場合にあっては、そのうち１人については１０，

０００円）、同項第３号から第６号までのいずれかに該当する扶養親族たる父母等に

ついては１人につき６，５００円（職員に配偶者及び扶養親族たる子がない場合にあ

っては、そのうち１人については９，０００円）」と、同条第１項中「扶養親族（一

般職俸給表９級職員にあっては、扶養親族たる子に限る。）がある場合、一般職俸給

表９級職員から一般職俸給表９級職員以外の職員となった職員に扶養親族たる配偶

者、父母等」とあるのは「扶養親族」と、「その旨」とあるのは「その旨（新たに職

員となった者に扶養親族がある場合又は職員に第１号に掲げる事実が生じた場合に

おいて、その職員に配偶者がないときは、その旨を含む。）」と、同条第１項第１号

中「場合（一般職俸給表９級職員に扶養親族たる配偶者、父母等たる要件を具備する

に至った者がある場合を除く。）」とあるのは「場合」と、同項中「（２）扶養親族

たる要件を欠くに至った者がある場合（扶養親族たる子又は前条第２項第３号若しく

は第４号に該当する扶養親族が、満２２歳に達した日以後の最初の３月３１日の経過

により、扶養親族たる要件を欠くに至った場合及び一般職俸給表９級職員に扶養親族

たる配偶者、父母等たる要件を欠くに至った者がある場合は除く。）」とあるのは「（２）

扶養親族たる要件を欠くに至った者がある場合（扶養親族たる子又は前条第２項第３

号若しくは第４号に該当する扶養親族が、満２２歳に達した日以後の最初の３月３１

日の経過により、扶養親族たる要件を欠くに至った場合を除く。） （３）扶養親族

たる子又は扶養親族たる父母等がある職員が配偶者ない職員となった場合(前号に該

当する場合を除く。)  （４）扶養親族たる子又は扶養親族たる父母等がある職員

が配偶者を有するに至った場合（第１号に該当する場合を除く。）」と、同条第２項

中「扶養親族（一般職俸給表９級職員にあっては、扶養親族たる子に限る。）」とあ
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るのは「扶養親族」と、「なった日、一般職俸給表９級職員から一般職俸給表９級職

員以外の職員となった職員に扶養親族たる配偶者、父母等がある場合においてその職

員に扶養親族たる子で前項の規定による届出に係るものがないときはその職員が一

般職俸給表９級職員以外の職員となった日」とあるのは「なった日」と、「同項の規

定による届出に係るものがない場合」とあるのは「前項の規定による届出に係るもの

がない場合」と、「死亡した日、一般職俸給表９級職員以外の職員から一般職俸給表

９級職員となった職員に扶養親族たる配偶者、父母等で同項の規定による届出に係る

ものがある場合においてその職員に扶養親族たる子で同項の規定による届出に係る

ものがないときはその職員が一般職俸給表９級職員となった日」とあるのは「死亡し

た日」と、同条第３項中「次の各号のいずれか」とあるのは「第１号、第２号若しく

は第７号」と、「においては、その」とあるのは「又は扶養手当を受けている職員に

ついて第１項第３号もしくは第４号に掲げる事実が生じたばあいにおいては、これら

の」と、「その日が」とあるのは「これらの日が」と、「第１号又は第３号」とある

のは「第１号」と、「の改定」とあるのは「の改定（扶養親族たる子で第１項の規定

による届出に係るものががある職員で配偶者ないものが扶養親族たる配偶者を有す

るに至った場合における当該扶養親族たる子に掛かる扶養手当の支給額の改定並び

に扶養親族たる父母等で同項の規定による届出にかかるものがある職員であって配

偶者及び扶養親族ある子で同項の規定による届出に係るもののないものが扶養親族

たる配偶者又は扶養親族たる子を有するに至った場合の当該扶養親族たる父母等に

係る扶養手当の支給額の改定を除く。）、扶養手当を受けている職員のうち扶養親族

たる子で第１項の規定による届出にかかるものがある職員が配偶者のない職員とな

った場合における当該扶養親族たる子にかかる扶養手当の支給額の改定及び扶養手

当を受けている職員のうち扶養親族たる父母等で同項の規定による届出に係るもの

がある職員であって扶養親族たる子で同項の規定による届出にかかるもののないも

のが配偶者のない職員となった場合における当該扶養親族たる父母等に係る扶養手

当の支給額の改定」と、同項第２号中「扶養親族（一般職俸給表９級職員にあっては、

扶養親族たる子に限る。）」とあるのは「扶養親族」とする。 

３． 平成３０年４月１日から平成３１年３月３１日までの間は、第１７条第１項ただし

書き及び第１８条第３項第３号から第６号までの規定は適用せず、第１７条第３項及

び第１８条の規定の適用については、同項中「扶養親族たる配偶者、父母等」とある

のは、「前項第１号及び第３号から第６号までのいずれかに該当する扶養親族」と、

「一般職俸給表８級職員にあっては、３，５００円、前項第２号」とあるのは「、同

項第２号」と、同条第１項中「扶養親族（一般職俸給表９級職員にあっては、扶養親

族たる子に限る。）がある場合、一般職俸給表９級職員から一般職俸給表９級職員以

外の職員となった職員に扶養親族たる配偶者、父母等」とあるのは「扶養親族」と、

同項第１号中「場合（一般職俸給表９級職員に扶養親族たる配偶者、父母等たる要件

を具備するに至った者がある場合を除く。）」とあり、及び同項第２号中「場合及び

一般職俸給表９級職員に扶養親族たる配偶者、父母等たる要件を欠くに至ったものが

ある場合」とあるのは「場合」と、同条第２項中「扶養親族（一般職俸給表９級職員

にあっては、扶養親族たる子に限る。）」とあるのは、「扶養親族」と、「なった日、
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一般職俸給表９級職員から一般職俸給表９級職員以外の職員となった職員に扶養親

族たる配偶者、父母等がある場合においてその職員に扶養親族たる子で前項の規定に

届出に係るものがないときはその職員が一般職俸給表９級職員以外の職員となった

日」とあるのは「なった日」と、「死亡した日、一般職俸給表９級職員以外の職員か

ら一般職俸給表９級職員となった職員に扶養親族たる配偶者、父母等で同項の規定に

よる届出に係るものがある場合においてその職員に扶養親族たる子で同項の規定に

よる届出に係るものがないときはその職員が一般職俸給表９級職員となった日」とあ

るのは「死亡した日」と、同条第３項中「次の各号のいずれか」とあるのは「第１号、

第２号または第７号」と、「第１号又は第３号」とあるのは「第１号」と、同項第２

号中「扶養親族（一般職俸給表９級職員にあっては、扶養親族たる子に限る。）」と

あるのは「扶養親族」とする。 

４． 平成３１年４月１日から平成３２年３月３１日までの間は、第１７条第１項ただし

書並びに第１８条第３項第３号及び第５号の規定は適用せず、第１７条第３項及び第

１８条の規定の適用については、同項中「扶養親族たる配偶者、父母等」とあるのは

「前項第１号及び第３号から第６号までのいずれかに該当する扶養親族（以下「扶養

親族たる配偶者、父母等」という。）」と、「が８級」とあるのは「が８級以上」と、

「一般職俸給表８級職員」とあるのは「一般職俸給表８級以上職員」と、「前項第２

号」とあるのは「同項第２号」と、同条第１項中「扶養親族（一般職俸給表９級職員

にあっては、扶養親族たる子に限る。）がある場合、一般職俸給表９級職員から一般

職俸給表９級以外の職員となった職員に扶養親族たる配偶者、父母等」とあるのは「扶

養親族」と、同項第１号中「場合（一般職俸給表９級職員に扶養親族たる配偶者、父

母等たる要件を具備するに至った者がある場合を除く。）」とあり、及び同項第２号

中「場合及び一般職俸給表９級職員に扶養親族たる配偶者、父母等たる要件を欠くに

至った者がある場合」とあるのは「扶養親族」と、「なった日、一般職俸給表９級職

員から一般職俸給表９級職員以外の職員となった職員に扶養親族たる配偶者、父母等

がある場合においてその職員に扶養親族たる子で前項の規定による届出に係るもの

がないときはその職員が一般職俸給表９級職員以外の職員となった日」とあるのは

「なった日」と、「同項の規定による届出に係るものがない場合」とあるのは「前項

の規定による届出に係るものがない場合」と、「死亡した日、一般職俸給表９級職員

以外の職員から一般職俸給表９級職員となった職員に扶養親族たる配偶者、父母等で

同項の規定による届出に係るものがある場合においてその職員に扶養親族たる子で

同項の規定による届出に係るものがないときはその職員が一般職俸給表９級職員と

なった日」とあるのは「死亡した日」と、同条第３項中「次の各号のいずれか」とあ

るのは「第１号、第２号、第４号、第６号又は第７号」と、「第１号又は第３号」と

あるのは「第１号」と、同項第２号中「扶養親族（一般職俸給表９級職員にあっては

扶養親族たる子に限る。）」とあるのは「扶養親族」と、同項第４号中「一般職俸給

表８級職員が一般職俸給表８級職員及び一般職俸給表９級職員」とあるのは「一般職

俸給表８級以上職員が一般職俸給表８級以上職員」と、同項第６号中「一般職俸給表

８級職員及び一般職俸給表９級職員」とあるのは「一般職俸給表８級以上職員」と、

「が一般職俸給表８級職員」とあるのは「が一般職俸給表８級以上職員」とする。 
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附  則 

１．この規程は、平成３０年１月１１日から施行し、平成２９年４月１日から適用す

る。 

２．平成３０年４月１日において３７歳に満たない職員のうち、平成２７年４月１日

において第１２条の規定により昇級した職員の平成３０年４月１日における号俸

は、この項の規定の適用がないものとした場合に同日受けることとなる号俸の１

号俸上位の号俸とする。 

 

附  則 

この規程は、平成３０年１２月３日から施行し、平成３０年４月１日から適用する。 

 

附  則 

この規程は、平成３１年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この規程は、令和元年１２月１７日から施行し、平成３１年４月１日から適用する。 

 

附  則 

１． この規程は、令和２年４月１日から施行する。 

（住居手当に関する経過措置）  

２．令和２年３月３１日において支給されていた住居手当の月額（以下「旧手当額」

という。）が２，０００円を超える者であって、改正後の住居手当の月額が２，０

００円を超える減額となる者については、令和３年３月３１日までの間、旧手当額

から２，０００円を控除した額の住居手当を支給する。 

 

附  則 

この規程は、令和３年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この規程は、令和４年４月１日から施行する。 

 

附  則 

この規程は、令和４年７月１日から施行し、令和４年４月１日より適用する。 

 

附 則 

この規程は、令和４年１２月 1 日から施行し、令和４年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この規程は、令和５年８月２４日から施行し、令和５年４月１日から適用する。 
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附 則 

この規程は、令和６年１月１日から施行し、令和５年１０月１日から適用する。 

 

附 則 

この規程は、令和６年３月２７日から施行し、令和６年４月１日より適用する。ただ

し、別表第１、別表第２－１、２－２、２－３及び別表第３については、令和５年４月

１日より適用する。 

 

附 則 

この規程は、令和６年１０月１日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

 

附 則 

この規程は、令和７年３月１９日から施行し、令和６年４月１日から適用する。 

 

 附 則 

１． この規程は、令和７年４月３０日から施行し、令和７年４月１日より適用する。 

２． 令和７年４月１日における改正前の本俸表から改正後の本俸表への切替について 

は、別表第１０によるものとする。 


